憲法改正と機構改革で大きく変わった中国の統治構造 by 加藤 青延






























ついて、2018 年 3 月に開かれた中国の立法機関、全国人民代表大会（全















　2018 年 3 月開催の全人代で決まった憲法の改正は、前文から個別の条
文に至るまで多岐にわたった。中でもとりわけ注目されたのが、第 79 条
の国家主席と副主席の任期条項の撤廃である。それまで国家主席と副主
席の任期は、2期 10 年間と定められていた。2013 年春に国家主席の地位
についた習近平氏の場合、既に 1期を終えているため、5年後の 2023 年
にはこの憲法の規定により国家主席の地位から退かなければならないはず
だった。1953 年 6 月生まれの習近平氏の 2023 年春時点での年齢は 69 歳
である。中国共産党の総書記をはじめとする政治局常務委員の引退年齢も
「党大会開催時に 68 歳を超えないこと」が暗黙の了解事項とされ、この慣
例は 2017 年 10 月の党大会でも厳格に守られた。つまり、2022 年秋の党





























































































































































 （3月 12 日付け「人民日報」などをもとに筆者作成）
　そして筆者が特に注目しているのは第 27 条第 3項の新設である。従来、






























































































































































































































































































































































































































































































































































































幹部の検挙に役立つ密告をした者には最高で 2万元（約 34 万円）。そうし
た反社会組織と手を組む役人の検挙につながる密告をしたら最高で 5万元
（約 85 万円）の奨金がもらえる。また公安当局が組織全体を摘発できる重
















































































































































































































1 「人民日報」3月 1日 3面論評「保証党和国家長治久安的重大制度安排」（軒
理　筆）







5  2018 年 7 月 17 日　新聞協会報「多額報酬で『密告』奨励」（中国メディア事
情 47）
6 「党・国家機構改革深化プラン」中国政府 3月 21 日発表
7  2018 年 3 月 8 日　共同通信配信の記事
8  2018 年 7 月 18 日　人民日報第 4面
9  2018 年 7 月 17 日　産経新聞 8面「“独裁”習体制に異変」など
10 2018 年 7 月 20 日　東京新聞 11 面「習氏崇拝　ブレーキか」
11 清華大学法学院許章潤教授論文「我們当下的恐惧与期待」より
